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第１章 近畿地域の知的財産を巡る現状と課題 

 

1-1 統計データ等から見た地域の「強み」                                         

(1)経済規模に比べて活発な知財活動 

2013 年の近畿地域における内国人※1 の産業財産権の出願件数の全国シェアは、特許で 19.9％、

実用新案が 23.4％、意匠が 29.0％、商標で 20.4％に及ぶ。これは、近畿地域の域内総生産の割合

16.2％※2を上回る数値となっており、近畿地域においては、経済規模に比べると活発に知財活動が

進められていると考えられる。また、中小企業の出願件数の全国シェアは、特許（20.9％）、実用新

案（26.0％）、意匠（32.5％）、商標（20.9％）いずれも、内国人の全国シェアよりも上回っている。 

【近畿地域における内国人及び中小企業の産業財産権の推移】（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 
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(2)知的財産に対する意識の高い中小・ベンチャー企業の集積 

近畿地域における 1999 年以降の知財功労賞の受賞企業は 44 事業所（全体の 22％）に及び、また、

近畿地域で受賞した事業所の 48％に相当する 21 事業所が中小・ベンチャー企業である。 

また、今回実施したアンケート調査において、売上が増加傾向の企業の 70％が知的財産への高い

関心度を示しており、売上が減少傾向の企業（58％）と比べて 12 ポイント上回った。 

これらのことから、近畿地域においては、知的財産に対する意識の高い中小・ベンチャー企業の

集積があると考えられる。 
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       ※アンケート調査結果より整理 

 

(3)大学等研究機関における発明の創出 

2013年の国内大学・承認ＴＬＯにおける特許公開件数の上位100位以内をみると、近畿地域では、

大阪大学（192 件）が全国第 4 位、京都大学（175 件）が同第 5 位であるのをはじめ、計 17 機関が

入っており、件数では全国の 18.5％を占めている。 

また、国内大学・承認ＴＬＯにおける特許の登録件数の上位 100 位以内をみると、近畿地域では、

大阪大学（198 件）が全国第 4 位、京都大学（139 件）が同第 6 位であるのをはじめ、計 16 機関が

入っており、件数では全国の 17.5％を占めている。 

これらのことより、近畿地域における大学等研究機関において、多くの発明が創出されているも

のと考えられる。 
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知財功労賞を受賞した近畿地域の中小・ベンチャー企業 

1999  オプテックス(株)(滋賀県) 
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2003  (株)東農園(和歌山県) 
2004  椿本メイフラン(株)(滋賀県)、(株)フェイス(京都府) 
2007  (株)オーティス(大阪府)、(株)タケダレース(福井県) 
2008  山本光学(株)(大阪府)、 

オリヱント化学工業(株)(大阪府)、前田金属工業(株)(大阪府)
2009  (株)シード（大阪府） 
2010  (株)日本スペリア社（大阪府） 
2012  タカラベルモント(株)(大阪府)、(株)エンジニア(大阪府)、 
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2013  (株)メガチップス（大阪府）、サラヤ(株)（大阪府）、 

(株)コバード（福井県）、(株)ユニオン（大阪府） 
2014  iPS アカデミアジャパン(株)(京都府) 
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（出典：特許年次行政報告書 2014 年版（統計・資料編）） 

 

(4)中小企業における意匠の創出・活用の進展 

2013 年の近畿地域の中小企業における意匠出願件数の全国シェアは 32.5％、同年の意匠登録件数

の全国シェアは 30.7％を示しており、他の産業財産権に比べて高く、中小企業における意匠の創

出・活用が進展しているものと考えられる。 

また、中小企業における意匠分類別の出願件数の全国シェアをみると、多様なグループにおいて

40％以上の高いシェアを示している。 

【近畿地域における中小企業の意匠権の出願・登録件数の推移】（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 
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25 学校法人 立命館 52

30 国立大学法人 神戸大学 47

31 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 45

31 国立大学法人 福井大学 45

34 学校法人 近畿大学 43

50 学校法人 関西大学 31

56 学校法人 同志社 25

57 国立大学法人 京都工芸繊維大学 23

78 学校法人 関西学院 14

82 公益財団法人 新産業創造研究機構 12

87 公立大学法人 大阪市立大学 10

93 学校法人 龍谷大学 9

93 学校法人 常翔学園 9

近畿 計（上位 100 位） 789

全国 計（上位 100 位） 4510

3,122 3,017 
2,849 2,885 2,932 3,048 

32.5% 31.1% 31.7% 33.0% 30.6% 32.5%

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0

800

1,600

2,400

3,200

4,000

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

近畿地域における中小企業の意匠出願件数の推移

出願件数

全国ｼｪｱ

[件]

2,351 2,428 2,515 
2,365 

2,579 2,526 

30.0% 30.8% 32.1% 32.2% 32.8% 30.7%

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0

800

1,600

2,400

3,200

4,000

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

近畿地域における中小企業の意匠登録件数の推移

登録件数

全国ｼｪｱ

[件]



 

11 

【近畿地域における中小企業の意匠出願件数の全国シェア 40％以上の分類】  

（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)知財活動を支援する人材、産業支援機関等の集積 

2013年末現在の近畿地域における弁理士登録人数は2,147人であり、全国の21.1％を占めている。 

また、多くの発明を創出する大学等研究機関（p.10）に加えて、1999 年以降に知財功労賞を受賞

した産業支援機関等が複数見られ、近畿地域においては、知財活動を支援する人材及び産業支援機

関等が集積していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：特許年次行政報告書 2014 年版（統計・資料編）） 

 

 

分類 B グループ(衣服及び身の回り品) 全国シェア

B2 服飾品● 48.6%

B4 かばん又は携帯用袋物等● 41.1%

B5 履物 41.2%

B7 化粧用具又は理容用具● 46.2%

B9 衣服及び身の回り品汎用部品及び付属品 71.1%

 C グループ(生活用品) 全国シェア

C0 Ｃ１～Ｃ７に属さないその他の生活用品 45.5%

C3 清掃用具，洗濯用具等 40.5%

C4 家庭用保健衛生用品● 52.1%

 D グループ(住宅設備用品) 全国シェア

D5 厨房設備用品及び衛生設備用品 54.8%

D6 室内整理用家具・用具 43.4%

D9 住宅設備用品汎用部品及び付属品● 55.6%

 E グループ(趣味娯楽用品及び運動競技用品) 全国シェア

E0 
Ｅ１～Ｅ４に属さないその他の趣味娯楽用品
及び運動競技用品● 

61.8%

 F グループ(事務用品及び販売用品) 全国シェア

F3 事務用紙製品，印刷物等 45.5%

分類 G グループ(運輸又は運搬機械) 全国シェア

Ｇ2 航空機● 100.0%

 J グループ(一般機械器具) 全国シェア

J0 Ｊ１～Ｊ７に属さないその他の一般 機械器具 43.8%

J4 事務用機械器具 50.0%

J5 自動販売機及び自動サービス機 50.0%

J6 保安機械器具等● 55.8%

 K グループ(産業機械器具) 全国シェア

K0 Ｋ１～Ｋ９に属さないその他の産業用機械器具 56.5%

K1 利器及び工具 43.4%

K4 食料加工機械等 44.1%

K5 繊維機械及びミシン 40.0%

 L グループ(土木建築用品) 全国シェア

L0 Ｌ１～Ｌ７に属さないその他の土木建築用品● 50.0%

L3 組立て家屋，屋外装備品等 53.0%

 M グループ(A～L に属さないその他の基礎製品) 全国シェア

M1 織物地，板，ひも等● 75.2%

M3 ねじ，くぎ，開閉金物，係止具等 41.0%

 ● ： 内国人においても全国シェア 40％以上を示す分類 

近畿地域における都道府県別登録人数 

（2013 年現在） 

府県名 人数 順位 

福井県 11 第 26 位 

滋賀県 68 第 11 位 

京都府 204 第 6 位 

大阪府 1,563 第 2 位 

兵庫県 244 第 5 位 

奈良県 49 第 14 位 

和歌山県 8 第 34 位 

近畿地域 計 2,147  

全国    計 10,171  
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都道府県別弁理士登録人数 （２０１３年末現在）

知財功労賞を受賞した近畿地域の産業支援機関等 
2006  財団法人新産業創造研究機構（兵庫県) 
2009  西陣織工業組合（京都府) 
2010  兵庫県鞄工業組合（兵庫県） 
2011  奈良先端科学技術大学院大学（奈良県） 
2012  大阪タオル工業組合（大阪府） 
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1-2 統計データ等から見た地域の「弱み」                                         

(1)地域における知財活動 

※ここでは、2008 年の件数を 1 とした場合の 2013 年の比率を「増減率」と表現している。 

近畿地域の内国人における 5 年間（2009 年～2013 年）における産業財産権の出願件数は、特許、

実用新案、意匠、商標ともに減少しており、実用新案を除き、全国合計より減少が大きく、中でも、

特許出願件数は 2013 年で 0.229 ポイント減と大幅な減少が見られる。一方、中小企業では特許、実

用新案、意匠、商標ともに減少しているが、特許及び意匠については、内国人と比べると減少が小

さい。 

【近畿地域における内国人及び中小企業の産業財産権の件数の増減率】 

（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 
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(2)中小企業の１人あたりの特許出願件数 

2013 年の中小企業の発明者１人当たりの特許出願件数は、近畿地域では 2.837 件であり、全国合

計（3.163 件）よりも少なくなっている。 

【近畿地域における内国人及び中小企業の発明者１人当たり産業財産権の件数の増減率】 

（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)海外における知財活動 

近畿地域の内国人における 5 年間（2009 年～2013 年）におけるＰＣＴ※1出願、マドプロ※2出願

の増減率をみると、全国合計よりも増減が小さい。 

一方、中小企業のＰＣＴ出願については、全国合計よりも増加が大きいが、マドプロ出願につい

ては全国合計と比べて小さい。 

【近畿地域における内国人及び中小企業のＰＣＴ出願及びマドプロ出願の件数の増減率】 

（出典：特許庁推計（中小企業産業財産権関係統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.000 

1.035 

1.155 

1.375 
1.535 

1.316 1.043 

1.122 

1.355 

1.523 

1.532 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

内国人のＰＣＴ出願件数の増減率
（近畿地域、全国合計との比較）

近畿地域

全国合計

1.000 
0.934 

0.903 
0.999 

1.161 1.146 

0.919 

0.936 
1.031 

1.095 
1.138 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

中小企業のＰＣＴ出願件数の増減率
（近畿地域、全国合計との比較）

近畿地域

全国合計

1.000 
1.176 

1.053 1.056 

1.306 
1.300 

1.032 

1.236  1.218 

1.674 

1.481 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

内国人のマドプロ出願件数の増減率
（近畿地域、全国合計との比較）

近畿地域

全国合計

1.000 

0.966 

1.315 

1.034 

1.438 
1.418 

0.974 

1.523 

1.333 

1.876 

1.635 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

中小企業のマドプロ出願件数の増減率
（近畿地域、全国合計との比較）

近畿地域

全国合計

※１ 特許協力条約（PCT:Patent Cooperation Treaty）に基づく国際出願
※２ マドリッド協定議定書（マドリッドプロトコル）による商標の国際登録出願 

15.187 
13.875 14.581 

15.598 

14.732 13.762 15.031 
13.764 

14.281 
15.413 

15.211  14.891 

0

4

8

12

16

20

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

内国人の１人当たりの特許出願件数の推移
（近畿地域、全国合計の比較）

近畿地域

全国合計

2.806 2.730 2.805 2.975 2.887 2.837 

3.007  2.921  2.978  3.016  3.084  3.163 

0

4

8

12

16

20

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

中小企業の１人当たりの特許出願件数の推移
（近畿地域、全国合計の比較）

近畿地域

全国合計



 

14 

1-3 企業アンケート調査結果 

（調査概要はｐ.6 に記載） 

 

アンケート調査結果の利用上の注意 

＊ 調査結果の集計構成比（％）は小数点以下第１位を四捨五入し算出しているため、内訳の合計が 

必ずしも 100％とならない場合がある。 

＊ グラフ上のＮ値は各問における回答者総数を示す。全ての回答者が回答した問はＮ＝843 となるが、 

問３以降の回答者（Ｎ＝674）をはじめ、回答対象を限定する設問では異なる数値を示すものがある。 

 

(１)企業プロフィール                                

①業種 

＊ 「製造業」が 69％と過半数を占める。 

＊ 製造業以外の業種では、「卸売及び小売業」（7％）、「その

他の業種」（6％）、「建設業」（6％）「サービス業」（5％）な

どがみられた。 

 

 

 

②従業員数 

＊ 「10 人以下」（22％）と「11～30 人」（29％）を合わせた

30 人以下の規模が小さい企業が５割強（51％）を占めてお

り多くなっている。 

＊ また、「31～50 人」（16％）と「51～100 人」（14％）を合

わせた規模が中規模の企業は 30％、「101～300 人」（15％）

と「301 人以上」（3％）を合わせた 101 人以上の規模が大

きい企業は 18％となっている。 

 

③売上高規模 

＊ 「１億円以上、10 億円未満」（47％）がもっとも多く、

次いで「10 億円以上、50 億円未満」（25％）と続く。 

＊ また、資本金規模（１－③）と同様に、「100 億円以上」

という規模の大きい企業も 3％みられた。 

 

 

 

④売上における研究開発費率 

＊ 「1％未満」が 47％と、研究開発費率の小さい企業

が多い。 

＊ 一方、研究開発費率が 3％以上の企業は 22％に止ま

る。 
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(2)事業内容、経済環境の変化の影響について                   

①最近３年間における売上高の増減の傾向 

＊ 企業全体の売上高の傾向については、「横ばい」が 40％と最も多く、次いで「増加傾向」（37％）、

「減少傾向」（22％）と続く。 

＊ 国内事業における売上高の傾向については、「横ばい」が 38％と最も多く、次いで「増加傾向」

（33％）、「減少傾向」（26％）と続く。 

＊ 海外事業における売上高の傾向については、「海外進出していない」が 60％を占めている。ま

た、海外展開している企業においては、「増加傾向」（16％）が最も多く、次いで「横ばい」（15％）、

「減少傾向」（4％）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②企業の強み（複数回答） 

＊ 回答が最も多い「技術力」（65％）や、「商品力（品質・デザイン）」（37％）といった、製品や

サービスそのものの質の高さを強みとする企業が多くなっている。 

＊ また、「短納期への対応や顧客対応の速さ」（37％）や「小口受注や多品種小ロットへの対応」

（35％）といった営業活動に関する項目への回答も多い。 

＊ 一方、「経営者や事業部門長のリーダーシップ」や「グループとしての総合力」といった組織体

制や、「儲けるしくみ（ビジネスモデル）」に対する回答は 15％未満であった。 
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③最近 10 年間で、知財関連の事業環境の変化として影響したこと  

＊ 「技術革新、新商品開発に向けた競争の激化」（28％）及び「海外を含めた競合他社の台頭」（23％）

の２点が回答の多い選択肢の第１位、第２位となっており、海外も含めて企業間競争が激化して

いることが、このことから窺われる。 

＊ この他では、「情報技術の進歩（インターネット、クラウド等）」（20％）、「製品ライフサイクル

の短期化」（20％）の２点への回答が 20％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④最近 10 年間の新技術やヒット商品･サービスの有無 

新技術やヒット商品･サービスの有無の状況 

＊ 58％が、最近 10 年間の新技術やヒット商品･サー

ビスを創出している。 

 

 

 

 

 



 

17 

新技術やヒット商品･サービスにおける知的財産権の取得状況 

＊ 知的財産権を取得していると回答した人は 67％となっており、新技術やヒット商品･サービス

には知的財産が多く含まれることが窺われる。 

＊ 一方、「特に対策を施していない」回答した企業も 17％みられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤最近 10 年間の新事業の展開状況 

＊ 61％が、最近 10 年間に新事業の展開を実践してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥企業や大学との共同研究の実績・活動状況 

＊ 「大学等研究機関との共同開発・共同研究を実施」が 32％と最も多く、次いで「取引先に対し、

部品や素材、加工技術を提供」「取引先の注文に応じて、ＯＥＭ生産を実施」（ともに 23％）、「大

企業との共同開発・共同研究を実施」（19％）と続く。 
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⑦事業活動について相談する社外人材、知的財産関連の情報提供・アドバイスの有無 

事業活動について相談する社外人材 

＊ 「税理士」が 43％と最も多く、次いで「業界仲間・地域の企業グループ仲間」（26％）、「地域

の公的産業支援機関」（24％）、「民間コンサルタント・士業」（20％）と続く。 

＊ 一方、「ほとんど相談しない」も 15％みられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産関連の情報提供・アドバイスの有無 

＊ 知的財産関連の情報提供・アドバイスについ

て、「受けている」と回答した人は 41％で、「受

けていない」（51％）と回答した人よりも少なか

った。 

 

 

 

 

 

⑧「知的財産」に関する捉え方 

＊ 「社内で独自に生み出した知的資源全般を知

的財産と捉える」が 32％と最も多く、次いで「知

的財産権のほかに、社内ノウハウも含める」

（29％）、「特許権や意匠権、商標権など知的財

産権に限る」（26％）と続く。 

＊ ３つの選択肢について、いずれも 30％前後の

回答が集まった。 
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⑨現在の経営課題について 

＊ 「人材の育成・確保」が 62％と最も多くなっている。また、「社員のモチベーション向上」も

39％と多く、人材面において課題を抱える中小・ベンチャー企業の多いことが窺われる。 

＊ また、「商品・サービスの高付加価値化」（50％）及び「新商品・サービスの開発・提供」（47％）、

「研究開発の強化、技術力の向上」（45％）の３点が回答の多い選択肢の第３位、第４位、第５位

となっており、商品やサービス、技術力など、開発面で課題を抱える中小・ベンチャー企業の多

いことが窺われる。 

＊ この他では、「販路の開拓・拡大」（55％）への回答が多くなっている。 
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(3)知的財産の活用状況、認識について                     

①知的財産の保有、海外出願経験、過去５年間の出願の状況及び関心の変化 

知的財産の保有状況（複数回答） 

＊ 「特許権」を保有していると回答した企業が 60％

と最も多く、次いで「商標権」（48％）、「実用新案権」

（24％）、「意匠権」（23％）と続く。 

 

 

 

 

 

海外への出願経験 

＊ 41％が、海外出願経験があると回答している。 

＊ 海外出願経験のある企業のうち、海外出願経験のある地域としては、「アジア」が 76％と最も

多く、次いで「アメリカ」（62％）、「欧州」（48％）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去５年間の出願の状況、関心の変化 

＊ 知的財産権の出願件数については、「変わらない」が 32％と最も多く、次いで「増えている」

（24％）、「減っている」（20％）と続く。 

＊ 最近５年間の知的財産に対する社内の関心については、「変わらない」が 43％と最も多く、次

いで「高まっている」（27％）、「低くなっている」（9％）と続く。 

＊ 最近５年間の海外展開にかかる知的財産活用への関心については、「変わらない」が 42％と最

も多く、次いで「高まっている」（21％）、「低くなっている」（9％）と続く。 
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②知的財産権への関心度及び対応状況 

＊ 「経営上必要なものとして対策を講じている」が 37％と最も多く、次いで「経営の根幹をなす

ものとして位置付けている」（21％）、「関心はあるが、特に対策を講じていない」（20％）と続く。 

＊ 「関心はあるが、特に対策を講じていない」（20％）、「関心はあるが、どう対応してよいかよく

わからない」（5％）、「特に事業との関連性を感じない」（8％）といった、知的財産に対する対応

を施していないという回答が 33％みられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③企業における知的財産への関心度の自己評価 

＊ 「やや関心がある」が 38％と最も多く、次いで「大変関心がある」（24％）、「同規模企業と同

程度」（15％）と続く。 

＊ 知的財産に対し、関心があると回答した企業※１(62％）の方が、関心がないと回答した企業※２

（14％）よりもはるかに多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 「大変関心がある」「やや関心がある」の合計 

※２ 「あまり関心がない」「関心がない」の合計 

※３ 「やや関心がある」については、この項目を選択したものに加えて、この問は回答していないが、「知的財産に関心を持

つようになったきっかけ」を回答した者（165 票・24％）との合計で算出している。 

 

33% 

62% 14% 



 

22 

④経営層の知的財産への関わり方 

＊ 「経営層自らが発明者として発明行為を実施」が 34％と最も多く、次いで「知的財産の創出・

活用のための環境整備を率先して実施」、「特許等の出願や管理の意思決定を全て社長の一任で実

施」（ともに 28％）、「経営会議で知財について相談し、出願や権利化、管理の判断を実施」（26％）

と続き、経営層が知的財産に関わる企業が多くなっている。 

＊ 一方、「経営層は知財活動に関与していない」は 11％みられた。 
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(4)知財戦略、知財の取得や活用等に向けた取組や工夫 

①特許や商標の出願、権利の活用等に向けた社内体制整備例、効果のあった取組内容 

＊ 「ＩＰＤＬや商用データベースにより、知的財産情報を検索、活用」が 35％と最も多く、次い

で「発明について出願かノウハウ秘匿するかを検討」「知的財産を経営戦略の中に位置づけている」

（ともに 27％）、「公的機関等による知的財産セミナーへの参加、情報収集」（26％）、「研究開発、

商品企画･設計のヒントを得る目的で先行技術調査を実施」（20％）と続く。 

＊ 一方、人材育成、活用に関する取組や、知的財産権にかかる年間の出願目標件数及び活動費用

を設定しているところは 10％未満に止まった。 
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②特許や商標の出願、権利の活用等に向けた取組例 

＊ 「大学や企業等との共同研究・開発に取り組んでいる」が 27％と最も多く、次いで「意匠権や

商標権などの知的財産権を積極的に出願・活用」（26％）、「周辺特許や応用特許も意識して出願・

権利化を実施」（18％）、「特許の出願時における明細書等の書類を社内で作成」（17％）と続く。 

＊ 一方、「営業秘密の管理や、先使用権を立証するための取組を実践」や、ライセンス・インない

しライセンス・アウト、知的財産権ミックスの実践、海外展開にかかる知的財産の活用等の実践

は 10％以下となった。（下表の「★」の箇所） 

 このことから、知財活動の中でもより戦略的に知的財産を活用するための取組を実践している

企業が少ないことが窺われる。 
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③知的財産の活用による成功事例 

＊ 成功事例を回答している企業は全体の 62％を占めており、企業の多くは知的財産を保有するこ

とで事業活動に効果があると感じていることが明らかとなった。 

 中でも、「商標を製品･商品、カタログ等に活用しブランドイメージを構築」（34％）、「知的財産

権の保有により製品・ノウハウを模倣から守ることができた」（22％）の２点が特に多い。 

＊ また、「知的財産権の取得過程で自社の独自性や強みを認識できるようになった」（21％）、「知

的財産権により社員が自社の技術や製品に自信を持つようになった」（15％）といった、社員の意

識啓発についても効果があると回答する人も見られた。 
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④知的財産の創出・活用について相談する社外人材 

＊ 知的財産の創出・活用について相談する社外人材を回答している企業は全体の 71％を占めてい

る。中でも、「弁理士」が 51％と最も多い。 

＊ 一方、「知財総合支援窓口」や「公的産業支援機関」、「大学、高専」、「工業試験所、公的研究機

関」、「商工会議所・商工会」といった、公的な支援機関へ相談すると回答した人は、いずれも 1

割未満であった。 
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(5)知的財産管理に関する課題、要望                         

①知的財産の管理・活用を進める上での課題 

＊ 「資金や人材の不足」（23％）が最も多く、次いで「知的財産に関する社内規程・契約書の整備

が不十分」「海外において、権利化の判断や、出願手続き、調査が難しい」（ともに 15％）、「知的

財産の戦略的な権利化ができていない」「自社が所有する知的財産に権利侵害されたときの対応が

難しい」（ともに 14％）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②知的財産の管理・活用に関する意識啓発を図りたい社員 

＊ 「研究開発、商品企画・設計担当」が 43％と最も多く、次いで「経営層」（24％）、「営業・販

売担当」（21％）と続く。 
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(6)アンケート結果から見た近畿地域の中小・ベンチャー企業の強みと弱み 

アンケート調査結果より、近畿地域の中小・ベンチャー企業における事業活動及び知財活動にお

ける強みと弱みについては、以下のように整理・考察できる。 

 

事業活動 

【強み】 

技術力を強みとする企業が多い 

＊ 「技術力」が強みであると回答した企業は 65％に及ぶ。 

イノベーション創出に積極的な企業が多い 

＊ 最近 10 年間に、58％が新技術やサービスを創出し、67％が新事業の展開を実践している。 

＊ 32％が、大学等研究機関との共同開発・共同研究を実施している。 

 

【弱み】 

海外展開を実践している企業が少ない 

＊ 「海外進出していない」と回答した企業が 60％に及ぶ。 

人材の育成・確保と、販路の開拓・拡大が経営課題 

＊ 企業の経営課題として、62％が「人材の育成・確保」、55％が「販路の開拓・拡大」を回答して

おり、それぞれ回答の多い選択肢の第１位、第２位となっている。 

 

 

知財活動 

【強み】 

活発な知財活動を展開している企業の集積が見られる 

＊ 知的財産に関する回答者のうち、特許権は 60％、商標権は 48％、実用新案権は 24％、意匠権

は 23％が保有すると回答し、海外出願経験のある企業は 41％。 

知的財産に対する関心度が高い企業が多く、知財活用への機運が高まっている 

＊ 知的財産に関する回答者のうち、62％が、企業において知的財産に対する関心があると回答。 

＊ 最近５年間における知的財産への社内の関心は、低下傾向よりも上昇傾向の企業の方が多い。 

知的財産の活用による事業活動への成功事例を実感している企業が多い 

＊ 知的財産に関する回答者のうち、62％が知的財産の活用による事業活動の成功事例があると回

答。（ブランドイメージ構築、模倣品対策、社員の意識啓発など） 

 

【弱み】 

知的財産との接点を持たない企業の集積がみられる 

＊ 51％が、社外人材より知的財産関連の情報提供・アドバイスを受ける機会がないと回答。 

＊ 知的財産に関する回答者のうち、知的財産権への対応を講じていない企業が 33％に及ぶ。 

知的財産の創出・活用に向けて、社内体制の整備や取組の工夫を凝らしている企業が少ない 

＊ 知的財産の出願、権利化に向けて、社内体制整備や知的財産の活用の取組例として、多様な項

目への回答を示した企業が少ない。 


